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経 営 理 念

生物個体からゲノムにいたる
生命資源の開発を通じて

基盤研究および医学・医療の場に
遺伝情報を提供し

その未来に資するとともに

世界の人々の健康と豊かな
暮らしの実現に貢献する
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株主の皆様へ

株主の皆様には日頃より格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。第８期中間
期（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の事業の概況をご報告申し上げま
す。

当中間期は、平成13年12月からスタートした遺伝子破壊マウスを作製し、優先的に
情報提供するプロジェクトにおいて、アステラス製薬株式会社及び住友化学株式会社
に対する配列情報の開示が完了いたしました。今後は、２社より要望のあった系統に
ついて、表現型解析情報の提供、継続的使用権の許諾、そして将来のマイルストンフ
ィーやランニングロイヤリティを獲得するための前提となる、共同による特許出願に
つなげてまいります。製薬企業や基盤研究を行う大学、研究機関等に対して非独占的
に情報を提供する枠組みにおいても、成約を増やすことができました。また、表現型
解析や遺伝子破壊マウスの作製などを製薬企業等から受託する案件についても、製薬
企業や大学等のネットワークを強化し、顧客ニーズを汲み取り、これに対応できる体
制を築いてまいりました。
当中間期の業績は、配列情報の開示が完了し、同売上高が前年同期よりも減少した

ことなどから、売上高が前年同期比87％の248百万円となりました。損益につきまし
ては、遺伝子破壊マウス作製に係る研究開発費が減少したことや、研究開発に係る経
費の見直しを進めコスト削減に努めた結果、経常損失が449百万円（前年同期は724百
万円の損失）、中間純損失は482百万円（同727百万円の損失）となり、損失額を大幅
に減少することができました。
今後については、遺伝子破壊マウスの情報を提供する新たな契約の締結にあたり、

配列情報開示段階での採算性を考慮した事業モデルでの締結に取り組んでまいります。
また、これまで培った製薬企業や代理店等とのネットワークをさらに強化し、ユーザ
ーのニーズをより汲み取ることができる体制にすることで、受託事業等の拡大に努め
てまいります。さらには、創薬方向を志向した高付加価値戦略、蓄積してきた生命資
源や経営資源を活用した新たな事業展開の検討に取り組んでまいります。抗体事業に
おきましてはGANPプロジェクトや尿サンプルによる癌診断に利用される体外診断薬の
開発を製薬企業及び診断薬メーカーと進めており、黒字化に向けた着実な歩みを進め
てまいります。

株主の皆様におかれましては、こうした当社の姿勢に何卒ご理解を賜り、一層のご
支援をいただきますよう、お願い申し上げます。

平成17年12月

代表取締役社長
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事業の概況

当中間期は、売上高が248百万円（前年同期比87%）と
なりました。事業部門別の内訳は、遺伝子破壊マウス事
業の売上高が216百万円（同83％）、抗体事業が32百万円
（同134％）であります。減収の要因として、遺伝子破壊
マウス事業における配列情報の開示が完了し、同売上高
が前年同期で大幅に減少したことが挙げられます。
一方、損益については、遺伝子破壊マウス作製に係る
研究開発費が減少したほか、研究開発費や経費等の見直
しを進め、コスト削減に取り組んだ結果、営業損失は443
百万円（前年同期は724百万円の損失）、経常損失が449
百万円（同724百万円の損失）、中間純損失が482百万円
（同727百万円の損失）となり、損失額を大きく減少する
ことができました。

■売上高の推移
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Topics
Vital Star社（中国・北京）と共同研究契約締結
平成17年５月、遺伝子破壊マウス事業における生
産の効率化、高付加価値化を図ること等を目的とし
て、Vital Star社（中国・北京）と共同研究契約を締
結しました。当社が保有する技術を同社へ移管し、
遺伝子トラップクローンやマウス作製に関する共同
事業化について検討するとともに、創薬ターゲット
の探索に関わる研究全般についても、同社との提携
を模索することにしております。

株式会社ユージーンを吸収合併
平成17年７月、当社の子会社であった株式会社ユ
ージーンを吸収合併いたしました。可変型遺伝子ト
ラップ法に係る技術・ノウハウを導入する当初の目
的を達成し、合併直前までは当社の技術開発的な側
面を担っておりましたが、遺伝子破壊マウス事業の
中核施設を神戸研究所に集約することを機に、同社
を合併することにいたしました。
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セグメント情報

■遺伝子破壊マウス事業

■抗体事業

遺伝子破壊マウス事業においては、アステラス製薬株

式会社及び住友化学株式会社の２社に対し、遺伝子破壊

マウスから得られる情報を優先的に提供する契約のうち、

遺伝子配列情報の提供が完了しました。今後は詳細なデ

ータを必要とする系統について、表現型解析情報の提供、

継続的使用権の許諾を有償で行ってまいります。また、

現在のところ２系統が共同による特許出願に進んでおり

ますが、将来のマイルストンフィーやランニングロイヤ

リティの前提となる、共同による特許出願により多くの

ものが移行できるよう取り組んでまいります。非独占的

に情報を提供する枠組みにおいては、本年９月に株式会

社三菱化学生命科学研究所と特定遺伝子破壊マウスの使

用権許諾に関する契約を締結したほか、大学等への特定

遺伝子破壊マウスの使用権許諾も受注が増加しました。

しかしながら、上記２社との契約による配列情報の開

示が完了したことにより、同売上高は前年同期で減少し

たことから、遺伝子情報売上高は、前年同期比64％の

138百万円となりました。表現型解析や遺伝子破壊マウ

スの作製などを製薬企

業及び大学等から受託

する収入については、

顧客からのニーズに対

応し、積極的に受注を

獲得することができた

ことなどにより、受託

事業収入は前年同期比

178％の77百万円とな

りました。

抗体事業においては、糖尿病に対する関心が高まるな

か、AGE製品の売上が増加したほか、新たに取り組んで

いる尿サンプルによる癌診断薬開発に係る売上が増加し

たことなどにより、製品売上高は前年同期比127％の23

百万円となりました。受託事業収入は、GANPマウスを

用いた高親和性抗体の作製受託等が増加したことから、前

年同期比159％の８百万円となりました。

抗体事業における高付加価値ビジネスとして期待して

いるGANPプロジェクトにおいては、高親和性抗体の作

製受託を行うほか、抗体医薬や診断薬を開発する製薬企

業、診断薬メーカー等にGANPマウスを提供し、有用性

の検討を実施いただいております。

〈遺伝子破壊マウス〉

〈尿中ジアセチルスペルミン測定用　ELISAキット〉
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神戸研究所における取り組み

■平成17年７月に神戸研究所が稼働を開始

当社の遺伝子破壊マウス事業、抗体事業の新たな拠点

として建設しておりました、当社にとって初の自社施設

である「神戸研究所」が平成17年７月より稼働を開始し

ました。

神戸研究所が建設された神戸ポートアイランド第２期

地区は、神戸医療産業都市構想の下にあり、医療関連企

業や研究機関の集積が進んでおります。これら企業との

人的・技術的交流が、今後の当社の事業展開に寄与する

ものと考えております。その一例として、平成17年10月

には同地区内に研究所を有する株式会社プロトセラと同

社技術を用いた創薬ターゲット探索に関する共同研究契

約及び業務委託契約を締結しました。また、国立大学法

人熊本大学との共同研究もこれまで通り実施してまいり

ます。

当社の研究開発及び生産は、神戸研究所（神戸市）、宇

土研究所（熊本県宇土市）、油日研究所（滋賀県甲賀市）

の３拠点で行ってまいります（上図参照）。神戸研究所

は、営業部門、研究開発部門が同一建物内にあるため、

製薬企業のニーズを研究開発部門によりフィードバック

できることを期待しております。

神戸研究所では次のような研究開発に取り組んでまい

ります。

●自社における創薬ターゲット候補の探索

●事業シナジーのある企業との共同研究及び業務提携

●疾患モデルマウスの作製に関する研究開発

●競争力のある抗体技術の導入及び開発

神戸研究所の稼働を機に、研究開発により一層力を入

れ、黒字化に向けた取り組みを推進してまいります。

油日研究所
（滋賀県甲賀市）

宇土研究所
（熊本県宇土市）神戸研究所（神戸市）

■神戸研究所における取り組み



6

株主アンケートの集計結果ご報告

第７期事業報告書において株主アンケートをお願いい

たしましたところ、多数のご回答とメッセージをいただ

きました。厚くお礼を申し上げますとともに、アンケー

トの結果とご意見の一部を掲載させていただきます。

集計結果では、ご回答いただいた株主の皆様の年齢層

は60代が最も多く、次に70代、50代となっております。

50代から70代までの方を合わせると、全体の約80％とな

りました。

当社株式の購入動機では「将来性」を挙げられた方が

全体の約35％と最も多くの意見をいただきました。ま

た、「人の将来のために医学的な見地から貢献する会社

だから」というご意見など、当社への期待・応援の声を

多く頂戴しました。これらに応えるべく、全社一丸とな

って頑張ってまいります。

事業報告書の内容につきましては「ビジネスモデルの

図解や、財務諸表のコメントが分かりやすかった」「将

来が見えた」などのご意見をいただきました。また「黒

字化の時期をコメントして欲しい」「神戸研究所につい

て紹介してほしい」「会社説明会・施設見学会を開催し

てほしい」などのご意見も頂戴しました。

今回の中間事業報告書で「神戸研究所における取り組

み」を掲載しました。また、平成17年５月に開催しました

会社説明会の動画配信をホームページで行っております。

（http://www.transgenic.co.jp/jp/ir/data/index.html）

お寄せいただいたご意見・ご要望を今後のIR活動に活

かし、より一層分かりやすい誌面づくりを心掛け、正確

かつ詳細な情報提供を通して、引き続き皆様からのご支

援をいただけるよう努めてまいります。

20代　  1.3％�

30代　  3.0％�

40代　  7.9％�

50代　21.3％�

90代  　0.4％�
80代  　2.1％�

70代　25.5％�

60代　33.1％�

未回答  5.4％�

男性�
80.3％�

女性�
19.7％�

成長性　  8.9％�

株価変動  3.0％�

将来性　35.7％�

割安感　  2.4％�

その他 10.7％�

バイオベンチャー�
　　8.3％�

証券会社の勧め�
　  15.5％�

熊本の企業だから�
　　4.2％�

知り合いの勧め�
　　5.4％�

雑誌・マスコミ  5.9％�

■回答者年齢・性別 ■株式購入動機
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財務諸表

■中間貸借対照表

科　　目 前　　期
平成17年3月31日現在

当中間期
平成17年9月30日現在

（単位：千円）

科　　目 前　　期
平成17年3月31日現在

当中間期
平成17年9月30日現在

●現金及び預金の減少
平成17年７月に完成した神戸研究所の建設資金の支払い及

び研究開発に係る未払金、費用の支払いがあったことなどに
より現金及び預金が減少しました。
●建物の増加
神戸研究所の完成に伴い、その工事代金368百万円を建物と
して計上しました。

POINT 1
●社債の減少、資本金、資本剰余金の増加
平成16年９月に発行した転換社債型新株予約権付社債が当

中間期に650百万円株式に転換されたことにより、資本金、資
本剰余金がそれぞれ増加するとともに、社債が減少しました。
なお、平成17年10月には同社債の株式への転換が全額完了し
ました。

POINT 2

（資産の部）

流　動　資　産 3,056,042 2,071,785

現 金 及 び 預 金 2,356,378 1,474,289

受取手形及び売掛金 183,310 55,406

有　価　証　券 349,828 349,915

棚　卸　資　産 77,277 102,672

そ　　の　　他 89,450 89,557

貸 倒 引 当 金 △ 202 △ 55

固　定　資　産 564,850 960,879

有 形 固 定 資 産 299,538 630,362

建　　　　　　物 64,355 399,677

工具器具及び備品 173,452 150,834

そ　　の　　他 61,729 79,850

無 形 固 定 資 産 52,441 43,999

投資その他の資産 212,871 286,517

投 資 有 価 証 券 133,000 225,750

そ　　の　　他 79,871 60,767

資　産　合　計 3,620,893 3,032,664

（負債の部）

流　動　負　債 699,178 945,026
短 期 借 入 金 382,000 404,000
未　　払　　金 216,898 78,276
前　　受　　金 54,968 26,665
１年内償還予定社債 － 200,000
１年内償還予定新株予約権付社債 － 200,000
そ　　の　　他 45,312 36,083

固　定　負　債 1,228,000 180,401
社　　　　　　債 200,000 －
新株予約権付社債 850,000 －
長 期 借 入 金 178,000 156,000
そ　　の　　他 － 24,401
負　債　合　計 1,927,178 1,125,427

（資本の部）

資　　本　　金 3,014,765 3,346,885

資 本 剰 余 金 3,098,297 3,426,094
利 益 剰 余 金 △ 4,418,707 △ 4,900,766
その他有価証券評価差額金 － 35,998
自　己　株　式 △ 640 △ 975

資　本　合　計 1,693,714 1,907,236

負債・資本合計 3,620,893 3,032,664

1

2

2

2

1

2
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■中間損益計算書

科　　目
前中間期

平成16年4月 1日から
平成16年9月30日まで

当中間期
平成17年4月 1日から
平成17年9月30日まで

売　　上　　高 284,980 248,974

売　上　原　価 98,223 140,876

売 上 総 利 益 186,757 108,098

販売費及び一般管理費 910,871 551,381

営　業　損　失 724,114 443,283

営 業 外 収 益 19,121 1,377

営 業 外 費 用 19,857 7,755

経　常　損　失 724,851 449,661

特　別　損　失 － 29,913

税引前中間純損失 724,851 479,574

法人税、住民税及び事業税 2,383 2,484

中　間　純　損　失 727,235 482,058

前 期 繰 越 損 失 3,068,977 4,418,707

中 間 未 処 理 損 失 3,796,212 4,900,766

（単位：千円） ■中間キャッシュ・フロー計算書

科　　目
当中間期

平成17年4月 1日から
平成17年9月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー △457,412

投資活動によるキャッシュ・フロー △434,301

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,524

現金及び現金同等物の増減額 △882,190

現金及び現金同等物の期首残高 1,925,993

現金及び現金同等物の中間期末残高 1,043,803

（単位：千円）

●販売費及び一般管理費の減少
研究開発費の大部分を占める遺伝子破壊マウス作製費用は、
配列情報開示の完了により減少しました。これにより、研究
開発費は231百万円（前年同期は649百万円）となり、販売費
及び一般管理費も減少しました。
●特別損失の増加
本社研究所に係る有形固定資産の一部を除却し、29百万円

を固定資産除却損として計上しました。

POINT 3
●営業活動によるキャッシュ・フロー
配列情報開示の完了による入金と遺伝子破壊マウス作製に

係る研究開発費の支出等があった結果、457百万円の資金を使
用しました。
●投資活動によるキャッシュ・フロー
本年７月に稼働した神戸研究所の建設資金等を支払った結

果、434百万円の資金を使用しました。

POINT 4

3

※前中間会計期間は中間連結キャッシュ・フロー計算
書を作成しており、当中間会計期間より中間キャッ
シュ・フロー計算書を作成しているため、前年同期
との比較は行っておりません。

4

4

3
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株式の状況（平成17年9月30日現在）

■会社が発行する株式の総数 281,347,000株

■発行済株式の総数 77,186,802株

■株主数 12,656名

■大株主の状況

株　主　名 持株数（千株）議決権比率（%）

井　　出　　　　　剛 3,331 4.32
大阪証券金融㈱（業務口） 2,061 2.67
松井証券㈱（一般信用口） 1,562 2.02
日 本 生 命 保 険 � 1,350 1.75
第 一 生 命 保 険 � 1,050 1.36
電 　 源 　 開 　 発 　 ㈱ 900 1.17
是　　石　　匡　　宏 622 0.81
㈱和陽インターナショナルコンサルティング 600 0.78
西　　村　　俊　　一 490 0.63
マネックスビーンズ証券㈱ 396 0.51

証券会社�
3,203千株    （4.15%）�

金融機関�
4,788千株    （6.20%）�

外国法人・外国人�
289千株       （0.38%）�

事業会社（その他の法人）�
2,665千株       （3.45%）�

自己名義株式�
7千株           （0.01%）�

個人・その他�
66,234千株（85.81%）�

■所有者別株式分布状況

株価（円）� 出来高（千株）�
150�

�

100�

�

50�

�

0

30,000�

�

20,000�

�

10,000�

�

0�
8月� 9月�7月�5月� 6月�4月�

平成17年�

■株価及び出来高の推移
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Q1 第８期中間事業報告書のなかで、良かった記事とその理由をお

教えください。

①株主の皆様へ　　　　②事業の概況

③セグメント情報　　　④神戸研究所における取り組み

⑤株主アンケートの集計結果ご報告　　　⑥財務諸表

⑦株式の状況　　⑧その他（ ）

その理由（ ）

Q2 弊社株式の購入時期・購入単価・購入動機をお教えください。

購入回数　　　　１回目　　　　２回目　　　　３回目

①購入時期（ 年　　月）（ 年　　月）（ 年　　月）

②購入単価（ 円）（ 円）（ 円）

③購入動機（ ）

Q3 弊社に関する情報入手方法をお教えください。（複数回答可）

①事業報告書　　　②ホームページ　　　③新聞・雑誌

④四季報・会社情報　　　⑤証券会社

⑥その他（ ）

Q4 次回の事業報告書で取り上げてほしいテーマ、弊社のＩＲ
活動についてなど、弊社に対してのメッセージを自由にご

記入ください。

ご協力ありがとうございました。

会社の概況（平成17年9月30日現在）

■会　社　名 株式会社トランスジェニック
（TRANS GENIC INC.）

■U R L http://www.transgenic.co.jp

■設　　　　立 1998年4月

■資　本　金 3,346百万円

■従 業 員 数 48名

■事　業　所

●本　　　　社 熊本県熊本市花畑町12-32

●神戸研究所 兵庫県神戸市中央区港島南町7-1-14

●宇土研究所 熊本県宇土市栗崎町1285

●油日研究所 滋賀県甲賀市甲賀町五反田1405

●福 岡 支 店 福岡県福岡市中央区天神1-1-1

●東京オフィス 東京都中央区京橋3-9-2

■役　　　　員

代表取締役社長 是　石　匡　宏

専 務 取 締 役 田　中　　　淳

取　　締　　役 佐　藤　道　太

取締役（非常勤） 山　村　研　一

常 勤 監 査 役 松　尾　靖　彦

監　　査　　役 遠　藤　　　了

監　　査　　役 梶　間　俊　男

株主アンケートのお願い
株主の皆様のご意見を拝聴させていただき、今後
のＩＲ活動に反映させてまいりますので、お手数
ではございますが、以下のアンケートにご記入の
上、ご投函いただければ幸いに存じます。



郵　便　は　が　き

8 1 0 - 8 7 9 0

（受取人）

福岡市中央区天神1-1-1
アクロス福岡東館9階

株式会社トランスジェニック
経営企画室　IR担当者　行

13257

福岡中央局
承　認

料金受取人払

差出有効期間
平成18年６月
30日まで
（切手不要）

株主メモ

■決　　算　　期 3月31日

■定時株主総会 6月

■株式確定基準日 3月31日

■定時株主総会
議決権行使株主 3月31日
確 定 日

■中間配当基準日 9月30日

■利益配当基準日 3月31日

■1単元の株式数 1,000株

■名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

同　取　次　所 三菱UFJ信託銀行株式会社全国各支店

野村證券株式会社全国本支店

■公告掲載新聞名 日本経済新聞

決算公告については当社ウェブサイトにて貸借対照表

及び損益計算書を記載しております。

http：//www.transgenic.co.jp
フリガナ

ご 氏 名

ご 住 所

お電話番号

性　　別 年　　齢男　・　女

（ ）

（ ）歳

株　　式
投 資 歴

〒（ －　　　　） （都・道・府・県）

a．3年未満 b．3年以上10年未満

c．10年以上20年未満 d．20年以上


